
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
上下２層の電極面を有する単層型誘電体基板と、
前記単層型誘電体基板の一方の面上に形成された、平板型の放射電極と、前記放射電極に
接続される伝送線路電極と、
前記単層型誘電体基板の他方の面上の前記伝送線路電極と対向する部位近辺に形成された
グランド電極と、
前記グランド電極に隣接して配置された１以上の副グランド電極と、
前記グランド電極及び前記副グランド電極間を接続する電気抵抗体と、
前記伝送線路電極と前記グランド電極間に形成された電気信号の給電路と、
を具備することを特徴とする不平衡型アンテナ。
【請求項２】
上下２層の電極面を有する単層型誘電体基板と、
前記単層型誘電体基板の一方の面上に形成された、平板型の放射電極と、前記放射電極に
接続される伝送線路電極と、
前記放射電極及び伝送線路電極と同一面上に、前記伝送線路電極を挟んで分割して形成さ
れたグランド電極と、
前記グランド電極に隣接して配置された１以上の副グランド電極と、
前記グランド電極及び前記副グランド電極間を接続する電気抵抗体と、
前記伝送線路電極と前記グランド電極間に形成された電気信号の給電路と、
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を具備することを特徴とする不平衡型アンテナ。
【請求項３】
上中下３層の電極面を有する積層型誘電体基板と、
前記積層型誘電体基板の中層面に形成された、平板型の放射電極と、前記放射電極に接続
されている伝送線路電極と、
前記積層型誘電体基板の下層面上の前記伝送線路電極と対向する部位近辺に形成されたグ
ランド電極と、
前記グランド電極と隣接して配設された１以上の副グランド電極と、
前記グランド電極及び前記副グランド電極間を接続する電気抵抗体と、
前記積層型誘電体基板の上層面上の前記伝送線路電極と対向する部位近辺に形成された対
向グランド電極と、
前記グランド電極と前記対向グランド電極間を電気的に接続する２以上のグランド電極間
接続部と、
前記伝送線路電極と前記グランド電極間、及び／又は、前記伝送線路電極と前記対向グラ
ンド電極間に形成された電気信号の給電路と、
を具備することを特徴とする不平衡型アンテナ。
【請求項４】
前記の各グランド電極間接続部は、前記積層型誘電体基板の中層面上に配設される前記伝
送線路電極を挟むようにしてその両側に配置される、
ことを特徴とする請求項３に記載の不平衡型アンテナ。
【請求項５】
前記グランド電極及び前記対向グランド電極の周囲の一部を覆う電流吸収体をさらに備え
る、
ことを特徴とする請求項３に記載の不平衡型アンテナ。
【請求項６】
副グランド電極をも含めたグランド電極全体の横幅は、放射電極の横幅と概ね等しくなる
ように設定する、
ことを特徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載の不平衡型アンテナ。
【請求項７】
前記電気抵抗体はチップ型の抵抗により構成される、
ことを特徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載の不平衡型アンテナ。
【請求項８】
前記副グランド電極は、お互いが隣接するようにして縦列配置的に多数配設されている、
ことを特徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載の不平衡型アンテナ。
【請求項９】
対向する端面を持つ絶縁体と、
前記絶縁体の一端面に形設された略錐状の窪みの表面又は窪み全体に充填するように形成
された放射電極と、
前記放射電極を前記窪みの略頂点部位より延長させて、前記絶縁体の一端面と対向する他
端面にまで到達させる放射電極延長部と、
前記放射電極延長部を囲むようにして、前記絶縁体の他端面上に形成されたグランド電極
と、
前記グランド電極の一部を周状に剥離した１以上の周状剥離部と、
前記周状剥離部に埋設された電気抵抗体と、
前記放射電極延長部と前記グランド電極間に配設された電気信号の給電部と、
を具備することを特徴とする不平衡型アンテナ。
【請求項１０】
前記グランド電極の大きさは窪みの底面の大きさと略等しく形成される、
ことを特徴とする請求項９に記載の不平衡型アンテナ。
【請求項１１】
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前記グランド電極が、前記周状剥離部を境として段差を有する、
ことを特徴とする請求項９に記載の不平衡型アンテナ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、無線ＬＡＮを始めとする無線通信で使用されるアンテナに係り、特に、放射導
体とグランド導体とが任意の空隙を介して配置されてなる不平衡型アンテナに関する。
【０００２】
さらに詳しくは、本発明は、小型な無線機器に実装することができる不平衡型アンテナに
係り、特に、アンテナ特性を維持しながらグランド導体の縮小化を図った不平衡型アンテ
ナに関する。
【０００３】
【従来の技術】
近年、無線ＬＡＮシステムの高速化、低価格化に伴い、その需要が著しく増加してきてい
る。特に最近では、人の身の回りに存在する複数の電子機器間で小規模な無線ネットワー
クを構築して情報通信を行なうために、パーソナル・エリア・ネットワーク（ＰＡＮ）の
導入の検討が行なわれている。例えば、２．４ＧＨｚ帯や、５ＧＨｚ帯など、監督官庁の
免許が不要な周波数帯域を利用して、異なった無線通信システムが規定されている。
【０００４】
無線ＬＡＮを始めとする無線通信では、アンテナを介した情報伝送が行なわれる。例えば
、さまざまな不平衡型アンテナが実用に供されている。不平衡型アンテナは、基本的には
、放射導体とグランド導体とが任意の空隙を介して配置されてなり、この空隙間に電気信
号が供給される。一般に、給電は、グランド導体背面側よりなされることが多く、この場
合、グランド導体に穴を穿設して、放射導体を背面側に延長させる構成がよく採用されて
いる。
【０００５】
放射導体の形状としては、図１に示すようなモノポール・アンテナ、図２に示すようなヘ
リカル・アンテナ、図３に示すような平板モノポール・アンテナ、図４に示すようなモノ
コニカル・アンテナなどが挙げられる。
【０００６】
平衡型アンテナに対する不平衡型アンテナのメリットとして、一般に、外来ノイズに対し
て強い耐性を持つ同軸型伝送線路を電気信号の供給線路として直結することができるとい
う点が挙げられる。これは、同軸型ケーブルは基本的に不平衡型ケーブルであり不平衡型
アンテナとの相性がよいのに対して、平衡型アンテナだと平衡－不平衡変換器の介在が必
要となるという理由に依拠する。また、グランド導体を装置外筐グランド導体と密接ある
いは共用することができるので、装置の小型化など実装面でのメリットも大きい。
【０００７】
グランド導体は、一般的には円形平板が用いられ、その直径は概ね半波長以上の大きさが
必要とされる。しかしながら、小型の無線機器に実装する場合、この大きさの確保が困難
な場合が多々ある。グランド導体の大きさが極端に小さいと、受信特性の劣化など、アン
テナの動作そのものに影響を与えかねない。
【０００８】
グランド導体の縮小に伴う不平衡型アンテナの特性劣化について、以下に説明する。ここ
では、図５に示すようなディスク・モノポール・アンテナを例にとり、グランド導体を直
径半波長の円形平板から極端に大きさを縮小した場合の特性変化について計算してみる。
なお、電気信号の給電は、グランド導体背面側より同軸型伝送線路によって行なうように
構成する。以下に、計算条件を付記しておく。
【０００９】
▲１▼放射導体部
…導電率１×１０７ Ｓ／ｍの金属を想定。
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直径２４．８ｍｍ、厚み０．８ｍｍ
▲２▼グランド導体部
…導電率１×１０７ Ｓ／ｍの金属を想定。
直径５０ｍｍ、厚み０．８ｍｍの円形平板から
２４．８×４×０．８ｍｍの長方形板に縮小（面積比で５％に縮小）
▲３▼給電部
…空隙は０．８ｍｍ。
同軸型伝送線路の特性インピーダンスは５０Ωを想定。
【００１０】
図６には、グランド導体が直径半波長の円形平板の場合のディスク・モノポール・アンテ
ナの特性の計算結果を示している。同図において、左側にＶＳＷＲ特性を、真中に３ＧＨ
ｚにおける垂直面内・放射指向性を、右側には同じく３ＧＨｚにおける表面電流密度分布
（濃淡で密度が表されている）を示している。
【００１１】
同図に示すように、まず、３．５～９ＧＨｚに渡ってＶＳＷＲ（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｓｔａ
ｎｄｉｎｇ　Ｗａｖｅ　Ｒａｔｉｏ：電圧定在波比）２以下が実現されており、超広帯域
に渡って良好なインピーダンス整合性が確認できる。また、３ＧＨｚの垂直面内・放射指
向性は、概ね水平方向にピークを持つ８の字型を形成していることから、ディスク・モノ
ポール・アンテナ本来の特性に近い（下限周波数帯ではダイポール・アンテナと同じ特性
を持つ）ことが確認できる。このときの表面電流密度分布を見てみても、同軸型伝送線路
の外導体上を流れる不要な漏れ電流が低レベルであり（グランド導体が無限大の広さを持
つ場合、背面の給電伝送路の外導体上には漏れ電流は流れない）、この放射指向性の結果
は納得できるものである。
【００１２】
一方、図７には、グランド導体を縮小した場合のディスク・モノポール・アンテナの特性
についての計算結果を示している。図６と同様に、左側にＶＳＷＲ特性、真中に垂直面内
・放射指向性、右側には表面電流密度分布を示している。
【００１３】
図７に示す特性を図６と比較することにより、まず、インピーダンス整合性の劣化が確認
できる。３．５～９ＧＨｚにおけるＶＳＷＲは、最大３にまで上昇する。また、３ＧＨｚ
の垂直面内・放射指向性は、極端に下側を向いており、水平方向では－１０ｄＢｉ近くま
で落ち込んでしまう。また、このときの表面電流密度分布を見てみると、同軸型伝送線路
の外導体上に大きな漏れ電流が流れており、この漏れ電流からの輻射要素が本来の放射指
向性に影響を与えていることが判る。すなわち、放射指向性は給電線路の引き回し如何に
よって変化するということになる。このような放射指向性の乱れは、場合によっては大き
な問題となる。
【００１４】
以上を総括すると、不平衡型アンテナを小型な無線機器に実装してグランド導体を縮小し
てしまうと、アンテナ本来の特性が発揮されないという問題がある。
【００１５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、放射導体とグランド導体とが任意の空隙を介して配置されてなる、優れ
た不平衡型アンテナを提供することにある。
【００１６】
本発明のさらなる目的は、アンテナ特性を維持しながらグランド導体の縮小化を図った優
れた不平衡型アンテナを提供することにある。
【００１７】
【課題を解決するための手段及び作用】
本発明は、上記課題を参酌してなされたものであり、その第１の側面は、放射導体とグラ
ンド導体とが任意の空隙を介して配置されてなる不平衡型アンテナであって、前記グラン
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ド導体は、
相対する前記放射導体と近傍電磁界分布を形成する一極として作用する部分と、インピー
ダンス整合に寄与する部分とを備える、
ことを特徴とする不平衡型アンテナである。
【００１８】
本発明の第１の側面に係る不平衡型アンテナは、前記グランド導体がモード整合に寄与す
る部分をさらに備えていてもよい。
【００１９】
本発明者らは、不平衡型アンテナのグランド導体の働きを、以下の３点に分けて考えるこ
とにした。すなわち、
【００２０】
（ａ）相対する放射導体と近傍電磁界分布を形成するための一極としての作用
（ｂ）インピーダンス整合に寄与する部分
（ｃ）モード（伝送姿態又は励振姿態）整合に寄与する部分
【００２１】
（ａ）の作用を維持するためには、少なくとも放射導体と正対する部分は残すべきである
。これは最低限の必要条件となる。加えて、グランド導体の縮小に伴うインピーダンスの
変化、すなわち給電部における電圧・電流比の変化は、グランド導体に適当な抵抗成分を
装荷して補償し得る可能性が十分にある。すなわち、（ｂ）の作用を確保するために、縮
小したグランド導体のうち給電部より離れた端部近辺の一部を導電率の低い導体で構成す
るようにする。
【００２２】
さらに加えて、（ｃ）のモード整合については、同軸型伝送線路による給電を前提として
考える。グランド導体を極端に縮小した場合、必然的にモード不整合が発生する。しかし
ながら、上述した前提に立つと、不要な不平衡成分はすべて同軸型伝送線路の外導体上を
流れ（「漏れ電流」と呼ばれるものである）、同軸型伝送線路の内部には入り込まない。
したがって、（ｃ）の作用を確保するために、給電部に接続された同軸型給電線路の外導
体の少なくとも一部を電流吸収体で覆うなどして、この漏れ電流を強制的に抑止する機構
を設ければ、モード不整合を補償し得る可能性が十分にある。
【００２３】
ここで、前記グランド導体は、給電部近辺から端部に向かうに従い導電率が連続的又は段
階的に低くなるように構成してもよい。
【００２４】
また、本発明の第２の側面は、放射導体とグランド導体とが任意の空隙を介して配置され
てなる不平衡型アンテナであって、
前記グランド導体を、少なくとも放射導体と略正対する部分は残して縮小し、さらに給電
部からの距離に応じて複数に分割して、その分割したグランド導体間を電気抵抗体により
接続する、
ことを特徴とする不平衡型アンテナである。
【００２５】
ここで、前記不平衡型アンテナの給電部に接続された同軸型伝送線路の外導体の一部分を
電流吸収体で覆うようにしてもよい。
【００２６】
また、分割した各グランド導体間に最適な抵抗率の電気抵抗体をそれぞれ与えるようにし
てもよい。このような場合、給電部近辺では抵抗率を低に、端部では抵抗率を高とすれば
、インピーダンス整合を確保することができる。
【００２７】
また、モノポール・アンテナのような比較的狭帯域の不平衡型アンテナに本発明を適用す
る場合、給電部に接続された同軸型伝送線路の外導体上には、電流吸収体に代えて、限定
的な周波数特性を持つ阻止陶管（シュペルトップ管）又はこれに類する電流阻止機構を配
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設するようにしてもよい。
【００２８】
また、本発明の第３の側面は、上下２層の電極面を有する単層型誘電体基板と、
前記単層型誘電体基板の一方の面上に形成された、平板型の放射電極と、前記放射電極に
接続される伝送線路電極と、
前記単層型誘電体基板の他方の面上の前記伝送線路電極と対向する部位近辺に形成された
グランド電極と、
前記グランド電極に隣接して配置された１以上の副グランド電極と、
前記グランド電極及び前記副グランド電極間を接続する電気抵抗体と、
前記伝送線路電極と前記グランド電極間に形成された電気信号の給電路と、
を具備することを特徴とする不平衡型アンテナである。
【００２９】
また、本発明の第４の側面は、上下２層の電極面を有する単層型誘電体基板と、
前記単層型誘電体基板の一方の面上に形成された、平板型の放射電極と、前記放射電極に
接続される伝送線路電極と、
前記放射電極及び伝送線路電極と同一面上に、前記伝送線路電極を挟んで分割して形成さ
れたグランド電極と、
前記グランド電極に隣接して配置された１以上の副グランド電極と、
前記グランド電極及び前記副グランド電極間を接続する電気抵抗体と、
前記伝送線路電極と前記グランド電極間に形成された電気信号の給電路と、
を具備することを特徴とする不平衡型アンテナである。
【００３０】
また、本発明の第５の側面は、上中下３層の電極面を有する積層型誘電体基板と、
前記積層型誘電体基板の中層面に形成された、平板型の放射電極と、前記放射電極に接続
されている伝送線路電極と、
前記積層型誘電体基板の下層面上の前記伝送線路電極と対向する部位近辺に形成されたグ
ランド電極と、
前記グランド電極と隣接して配設された１以上の副グランド電極と、
前記グランド電極及び前記副グランド電極間を接続する電気抵抗体と、
前記積層型誘電体基板の上層面上の前記伝送線路電極と対向する部位近辺に形成された対
向グランド電極と、
前記グランド電極と前記対向グランド電極間を電気的に接続する２以上のグランド電極間
接続部と、
前記伝送線路電極と前記グランド電極間、及び／又は、前記伝送線路電極と前記対向グラ
ンド電極間に形成された電気信号の給電路と、
を具備することを特徴とする不平衡型アンテナである。ここで、前記の各グランド電極間
接続部は、前記積層型誘電体基板の中層面上に配設される前記伝送線路電極を挟むように
してその両側に配置されているものとする。
【００３１】
本発明の第３乃至第５の各側面に係る不平衡型アンテナは、グランド電極と伝送線路電極
とにより、いわゆるマイクロ・ストリップ線路あるいはコプレーナー線路またあるいはス
トリップ線路を形成するものである。本発明の第１の側面に係る不平衡型アンテナの場合
と同様に、グランド導体が縮小されているのも拘わらず、良好なインピーダンス整合性を
確保するという本発明の効果を奏することができる。
【００３２】
ここで、副グランド電極をも含めたグランド電極全体の横幅は、放射電極の横幅と概ね等
しくなるように設定して、放射電極の対向極としての機能を保持するようにしてもよい。
【００３３】
また、前記電気抵抗体はチップ型の抵抗により構成することができる。
【００３４】
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また、前記副グランド電極は、お互いが隣接するようにして縦列配置的に多数配設しても
よい。
【００３５】
また、本発明の第５の側面に係る不平衡型アンテナにおいて、前記グランド電極及び前記
対向グランド電極の周囲の一部を覆う電流吸収体をさらに備えることにより、モード（伝
送姿態又は励振姿態）整合を向上させることができる。
【００３６】
また、本発明の第６の側面は、対向する端面を持つ絶縁体と、
前記絶縁体の一端面に形設された略錐状の窪みの表面又は窪み全体に充填するように形成
された放射電極と、
前記放射電極を前記窪みの略頂点部位より延長させて、前記絶縁体の一端面と対向する他
端面にまで到達させる放射電極延長部と、
前記放射電極延長部を囲むようにして、前記絶縁体の他端面上に形成されたグランド電極
と、
前記グランド電極の一部を周状に剥離した１以上の周状剥離部と、
前記周状剥離部に埋設された電気抵抗体と、
前記放射電極延長部と前記グランド電極間に配設された電気信号の給電部と、を具備する
ことを特徴とする不平衡型アンテナである。
【００３７】
ここで、前記グランド電極の大きさは窪みの底面の大きさと略等しく形成することがより
好ましい。
【００３８】
また、前記グランド電極は、前記周状剥離部を境として段差を有することにより、基板へ
の実装を容易とすることができる。
【００３９】
本発明のさらに他の目的、特徴や利点は、後述する本発明の実施形態や添付する図面に基
づくより詳細な説明によって明らかになるであろう。
【００４０】
【発明の実施の形態】
本発明者らは、不平衡型アンテナのグランド導体の働きを、以下の３点に分けて考えるこ
とにした。すなわち、
【００４１】
（ａ）相対する放射導体と近傍電磁界分布を形成するための一極としての作用
（ｂ）インピーダンス整合に寄与する部分
（ｃ）モード（伝送姿態又は励振姿態）整合に寄与する部分
【００４２】
一般的な不平衡型アンテナにおいては、グランド導体の作用はすべて（ａ）に集約される
はずである。しかしながら、放射指向性に寄与する電磁界成分に限定して（ａ）の作用を
考え、（ｂ）並びに（ｃ）の作用と敢えて分離して捉えることにした。（ａ）の作用をよ
り直接的に表現するならば、「放射導体上の電流分布をほぼ正規に（無限グランド時の本
来の分布）形成する作用」となる。
【００４３】
（ａ）の作用を維持するためには、少なくとも放射導体と正対する部分は残すべきである
。これは最低限の必要条件となる。加えて、グランド導体の縮小に伴うインピーダンスの
変化、すなわち給電部における電圧・電流比の変化は、グランド導体に適当な抵抗成分を
装荷して補償し得る可能性が十分にある。すなわち、（ｂ）の作用を確保するために、縮
小したグランド導体のうち給電部より離れた端部近辺の一部を導電率の低い導体で構成す
るようにする。
【００４４】
さらに加えて、（ｃ）のモード整合については、同軸型伝送線路による給電を前提として
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考える。グランド導体を極端に縮小した場合、必然的にモード不整合が発生する。しかし
ながら、上述した前提に立つと、不要な不平衡成分はすべて同軸型伝送線路の外導体上を
流れ（「漏れ電流」と呼ばれるものである）、同軸型伝送線路の内部には入り込まない。
したがって、（ｃ）の作用を確保するために、給電部に接続された同軸型給電線路の外導
体の少なくとも一部を電流吸収体で覆うなどして、この漏れ電流を強制的に抑止する機構
を設ければ、モード不整合を補償し得る可能性が十分にある。
【００４５】
図７に示したグランド導体の縮小に伴う不平衡型アンテナの特性劣化と比較しながら説明
すれば、抵抗成分の装荷は、同図左のＶＳＷＲ特性を補償するものとなる。そして、漏れ
電流抑止機構は、同図中央の放射指向性の乱れを抑制するものとなる。
【００４６】
このような論理を背景として、以下では図面を参照しながら本発明の実施形態について詳
解する。
【００４７】
図８には、本発明の一実施形態に係る不平衡型アンテナの構成を模式的に示している。同
図では、不平衡型アンテナの一題材としてディスク・モノポール・アンテナを採り上げて
いる。
【００４８】
図８に示すディスク・モノポール・アンテナは、円板状の放射導体と長方形板状のグラン
ド導体とが任意の空隙を介して配設されている。ここで、グランド導体の大きさは、放射
導体と略正対する部分のみの大きさとする。また、グランド導体のうち給電部より離れた
端部近辺は、導電率のより低い導体で構成する。また、電気信号の給電は、グランド導体
背面側より同軸型伝送線路により行なう構成とし、最終的には空隙間に結線されている。
【００４９】
図９には、図８に示した構成のモノポール・アンテナにおけるアンテナ特性の計算結果を
示している。同図の左側にはインピーダンスの整合性を現すＶＳＷＲ特性を、同図中央に
は３ＧＨｚにおける垂直面内・放射指向性を、同図右側には同じく３ＧＨｚにおける表面
電流密度分布（濃淡で密度が表されている）を示している。放射導体やグランド導体の寸
法は、図５（右側）の場合と同様である。
【００５０】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００５１】
上記に加えて、グランド導体のうち両側端部より６．４ｍｍまでの部分の導電率を８Ｓ／
ｍと設定している。
【００５２】
図７に示したＶＳＷＲ（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｓｔａｎｄｉｎｇ　Ｗａｖｅ　Ｒａｔｉｏ：電
圧定在波比）特性と比べて、図８に示した実施形態では明らかにインピーダンス整合性が
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改善されている。３．５～９ＧＨｚに渡って概ねＶＳＷＲ２以下が実現されており、ディ
スク・モノポール・アンテナ本来の特性であるところの図６と遜色ないレベルにまで回復
している。これにより、整合損失が低減され、なお且つ反射波に伴う信号歪みも低減され
るという効果が得られる。
【００５３】
一方、図９中央に示した計算結果では、３ＧＨｚの垂直面内・放射指向性は、図７と比較
して改善されている様子はない。しかしながら、給電線路の引き回しを工夫すれば、この
ような放射指向性の乱れを軽微とする構成は可能である。例えば、給電線路を放射導体と
直交するように（又は水平に）配置する。漏れ電流よりの寄与はすべて水平偏波成分に転
換され、放射導体に因る垂直偏波成分とは混ざり合わない。すなわち、放射電力は分散す
るものの、垂直偏波の放射指向性の形状は本来のものとすることができる。
【００５４】
また、図１０には、本発明の他の実施形態に係る不平衡型アンテナの構成を模式的に示し
ている。同図においても、不平衡型アンテナの一題材としてディスク・モノポール・アン
テナを採り上げている。
【００５５】
図示のディスク・モノポール・アンテナは、円板状の放射導体と長方形板状のグランド導
体とが任意の空隙を介して配設されている。ここで、グランド導体の大きさは、放射導体
と略正対する部分のみの大きさとする。また、グランド導体のうち給電部より離れた端部
近辺は、導電率のより低い導体で構成する。また、電気信号の給電は、グランド導体背面
側より同軸型伝送線路により行なう構成とし、最終的には空隙間に結線されている。
【００５６】
この実施形態では、さらに同軸型伝送線路の外導体の一部を電流吸収体で覆う構成として
いる。電流吸収体としては、導電体が適度に含有された絶縁体、すなわち電気抵抗体を用
いる。透磁率の高い電気抵抗体とすれば、覆う長さや厚みを節約することができるので、
小型な構成を実現するには好適である。なお、覆う位置としては、給電部側（空隙側）に
極近い部位が望ましい。
【００５７】
図１１には、図１０に示した構成のディスク・モノポール・アンテナにおけるアンテナ特
性の計算結果を示している。同図の左側にはインピーダンスの整合性を現すＶＳＷＲ特性
を、同図中央には垂直面内・放射指向性を、同図右側には表面電流密度分布（濃淡で密度
が表されている）を示している。計算条件は、図９に示した計算例と同一である。加えて
、導電率０．１Ｓ／ｍ、比透磁率４００の電気的定数を持つ電流吸収体を、グランド導体
直下から長さ３．２ｍｍ、厚み１．６ｍｍで覆う設定としている。
【００５８】
図１１に示す例においては、インピーダンス整合性の改善とともに、放射指向性の乱れま
でが改善されている。放射電力はやや減殺されるものの、水平方向にピークを持つ本来の
８の字型特性が発揮されている。このときの表面電流密度分布を見てみても、同軸型伝送
線路の外導体上を流れる不要な漏れ電流が低レベルであり、この放射指向性の結果は納得
できるものである。すなわち、図１０に示した実施形態に係る不平衡型アンテナによれば
、給電線路の引き回し如何に関わらず、本来の安定した放射指向性を期待することができ
る。
【００５９】
図８並びに図１０に示してきた各実施形態において、さらに図１２に示すように、グラン
ド導体全体を導電率分布型、すなわち給電部近辺の導電率を高に、端部の導電率を低とし
て、連続的あるいは段階的に変化させるように構成してもよい。
【００６０】
図１３には、本発明のさらに他の実施形態に係る不平衡型アンテナの構成を示している。
同図に示す例では、グランド導体の一部を低導電率とする代わりに、グランド導体を、放
射導体と略正対する部分のみを残して縮小し、さらに給電部からの距離に応じて複数に分
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割して、その分割したグランド導体間を電気抵抗体により接続している。この実施形態に
おいても、図８を参照しながら説明した実施形態に係る不平衡型アンテナと同等の効果を
得ることができる。
【００６１】
また、図１４に示すように、この不平衡型アンテナの給電部に接続された同軸型伝送線路
の外導体の一部分を電流吸収体で覆うように構成してもよい。この場合、図１０に示した
実施形態と同様に、給電線路の引き回しの如何に拘わらず、放射指向性の正規の特性を期
待することができる。
【００６２】
また、図１３並びに図１４に示してきた各実施形態において、さらに図１５に示すように
、グランド導体を、放射導体と略正対する部分のみを残して縮小し、さらに給電部からの
距離に応じて複数に分割するとともに、分割した各グランド導体間に最適な抵抗率の電気
抵抗体をそれぞれ与える（例えば、給電部近辺では抵抗率を低に、端部では抵抗率を高と
する）構成としても良い。
【００６３】
また、図１０、図１２、図１４、並びに図１５を参照しながら説明した各実施形態では、
導電体が適度に含有された絶縁体すなわち電気抵抗体からなる電流吸収体によって同軸型
伝送線路の外導体を覆うことによってモード不整合を補償するようにしている。この代替
的な構成として、図１６に示すように、電流吸収体ではなく、阻止陶管（シュペルトップ
管）に類する電流阻止機構を設けても良い。特に、モノポール・アンテナのような比較的
狭帯域の不平衡型アンテナに対して給電部からの距離に応じて複数に分割したグランド導
体を適用する際には、電流吸収体のような広帯域な阻止機構である必然性はない。しかる
に、阻止陶管のような限定的な周波数特性を持つ分布定数型の電流阻止機構を適用しても
、本発明の本質的な効果を同様に得ることができる。もちろん、ディスク・モノポール・
アンテナのような広帯域な不平衡型アンテナにおいても、特定の周波数における放射指向
性の矯正機構として有効である。
【００６４】
なお、ここまで示してきた実施形態においては、ディスク・モノポール・アンテナあるい
はモノポール・アンテナを一題材として採り挙げ説明してきたが、勿論、他の形態の不平
衡型アンテナにも本発明を適用可能であることを改めて明言しておく。
【００６５】
図１７には、図８に示した不平衡型アンテナの具体的な実装形態を示している。図示の実
施形態では、ごく一般に流通している誘電体基板を用いて不平衡型アンテナを構成してい
る。
【００６６】
図示の例では、両面銅張りのいわゆる単層型誘電体基板を使用する。この誘電体基板の一
方の面上に、平板型の放射電極と、この放射電極に接続されているストリップ状（細長い
板状）の伝送線路電極とを設ける。放射電極は、例えば図示の如く、半円と直角２等辺３
角形が合体された形状を採用する。
【００６７】
自由空間上で構成するディスク・モノポール・アンテナでは、給電空隙を微調するだけで
容易にインピーダンス整合をとることができる。これに対し、本発明者らは、いわゆる誘
電体基板上の電極で形成する場合、真円のままでは整合調整に限界があることを判明し得
た。そして、最も一般的に流通しているガラエポ基板（比誘電率εが４～５）の場合、上
述した通りの半円と直角２等辺３角形が合体された形状が好適であることを解明した。
【００６８】
また、単層型誘電体基板の他方の面上には、伝送線路電極と対向する部位近辺にグランド
電極を設ける。このグランド電極と伝送線路電極とにより、いわゆるマイクロ・ストリッ
プ線路を形成するものである。
【００６９】
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さらに、このグランド電極に隣接するようにしてその両側に２つの副グランド電極を設け
る。副グランド電極をも含めたグランド電極全体の横幅は、放射電極の横幅と概ね等しく
なるように設定し、放射電極の対向極としての機能を保持する。
【００７０】
そして、グランド電極と副グランド電極間を、電気抵抗体により接続する。電気抵抗体と
しては、例えば、チップ型の抵抗が用いられる。電気信号の給電は、伝送線路電極とグラ
ンド電極間に成される構成となる。
【００７１】
図１７に示すような形態で単層型誘電体基板上に構成された不平衡型アンテナにおいても
、図８に示したものと同様に、グランド導体が縮小されているのも拘わらず、良好なイン
ピーダンス整合性を確保することができる。
【００７２】
また、図１８には、図８に示した不平衡型アンテナの具体的な実装形態を示している。図
示の実施形態でも、ごく一般に流通している誘電体基板を用いて不平衡型アンテナを構成
している。
【００７３】
図１８に示した実施形態と図１７との相違は、前者がすべての電極を単層型誘電体基板の
一方の面に集中させている点にある。したがって、図示の通り、グランド電極は、伝送線
路導体を挟んで左右に分割されており、この両グランド電極と伝送線路電極とから、いわ
ゆるコプレーナー線路を形成するものである。
【００７４】
さらに、このグランド電極に隣接するようにしてその両側に２つの副グランド電極を設け
る。副グランド電極をも含めたグランド電極全体の横幅は、放射電極の横幅と概ね等しく
なるように設定し、放射電極の対向極としての機能を保持する。
【００７５】
そして、グランド電極と副グランド電極間を、電気抵抗体により接続する。電気抵抗体と
しては、例えば、チップ型の抵抗が用いられる。電気信号の給電は、伝送線路電極とグラ
ンド電極間に成される構成となる。
【００７６】
図１８に示すような形態で単層型誘電体基板上の一面上に電極を集中して構成された不平
衡型アンテナにおいても、図８に示したものと同様に、グランド導体が縮小されているの
も拘わらず、良好なインピーダンス整合性を確保することができる。
【００７７】
また、図１９には、誘電体基板を用いて不平衡型アンテナを構成した他の実装形態を示し
ている。図示の実施形態では、図１７及び図１８を参照しながら上述した実装形態とは相
違し、積層型誘電体基板を用いて不平衡型アンテナを構成している。図示の例では、特に
上中下の３層の電極を有する積層型誘電体基板を使用する。
【００７８】
図１９に示す例では、中層面及び下層面においては、図１７に示した単層型誘電体基板を
使用した具体例と同様に構成される。すなわち、中層面上に、平板型の放射電極と、この
放射電極に接続されているストリップ状（細長い板状）の伝送線路電極とを設ける。放射
電極は、例えば図示の如く、半円と直角２等辺３角形が合体された形状を採用する。
【００７９】
また、下層面上には、伝送線路電極と対向する部位近辺にグランド電極を設ける。さらに
、このグランド電極に隣接するようにしてその両側に２つの副グランド電極を設ける。副
グランド電極をも含めたグランド電極全体の横幅は、放射電極の横幅と概ね等しくなるよ
うに設定し、放射電極の対向極としての機能を保持する。そして、グランド電極と副グラ
ンド電極間を、電気抵抗体により接続する。電気抵抗体としては、例えば、チップ型の抵
抗が用いられる。
【００８０】
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また、上層面上には、伝送線路電極と対向する部位近辺に対向グランド電極を設ける。さ
らに、全通のビアホールを中層面上の伝送線路電極を挟むようにしてその両側に複数配置
し、下層面上のグランド電極と上層面上の対向グランド電極間を電気的に接続する。この
両グランド電極と伝送線路電極とにより、いわゆるストリップ線路を形成するものである
。
【００８１】
電気信号の給電は、伝送線路電極とグランド電極間、若しくは伝送線路電極と対向グラン
ド電極間に成される。
【００８２】
図１９に示した実装形態においても、図８に示したものと同様に、グランド導体が縮小さ
れているのも拘わらず、良好なインピーダンス整合性を確保することができる。
【００８３】
また、図２０には、上中下の３層の電極を有する積層型誘電体基板を用いて不平衡型アン
テナを構成した他の実装形態を示している。図示の実施形態では、図１９に示した実装形
態に対して、グランド電極と対向グランド電極の周囲の一部を覆う電流吸収体をさらに付
加した構成となっている。電流吸収体は、より好ましくは、グランド電極と対向グランド
電極の周囲の一部に密着するように覆っている。
【００８４】
図２０に示した実装形態においても、図８に示した本発明の実施形態と同様に、グランド
導体が縮小されているのも拘わらず、良好なインピーダンス整合性を確保することができ
る。また、図１０に示した本発明の実施形態と同様に、給電線路の引き回し如何に関わら
ず、不平衡型アンテナ本来の安定した放射指向性を期待することができる。
【００８５】
以上、図１７～図２０を参照しながら誘電体基板を用いて本発明に係る不平衡型アンテナ
を構成する具体例について説明してきたが、本発明の要旨は の形状に限定されるもの
ではない。また、副グランド電極は、お互いが隣接するようにして縦列配置的に多数設け
ても、勿論よい。
【００８６】
また、図２１には、ごく一般に流通しているエンジニアリング・プラスチックなどの絶縁
体塊を用いて本発明に係る不平衡型アンテナを構成した具体的な実装形態を図解している
。
【００８７】
まず、絶縁体の一端面に円錐状の窪みを形設し、その窪み内部の表面にメッキ工法等で放
射電極を形成する。あるいは、窪み全体を充填するように放射電極を形成しても良い。
【００８８】
次いで、その放射電極を、窪みの頂点部位より延長して、絶縁体の一端面と対向する他端
面にまで到達させておく。そして、その延長された放射電極を囲むようにして、グランド
電極を他端面上に設ける。グランド電極の大きさは、窪みの底面の大きさと略等しくなる
ように設定し、放射電極の対向極としての機能を保持する。
【００８９】
さらに、グランド電極の一部を周状に剥離し、露呈した絶縁体を一部掘削する。その掘削
部に電気抵抗体を埋め込む。電気抵抗体としては、導電体が適度に含有されたゴムあるい
はエラストマーなどが適当である。電気信号の給電は、延長された放射電極とグランド電
極間に成される構成となる。
【００９０】
図２１に示した実装形態においても、図８に示したものと同様に、グランド導体が縮小さ
れているのも拘わらず、良好なインピーダンス整合性を確保することができる。
【００９１】
なお、絶縁体塊に形設される窪みの形状としては、図２１に示すような円錐形状に拘るも
のではない。例えば、楕円錐あるいは角錐でも良い。また、絶縁体塊の外形についても特
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に拘るものではない。基本的には、円柱・角柱など、対向する２つの端面を持つ形状であ
れば何であろうと良い。
【００９２】
また、底面のグランド電極に形成される周状の剥離・掘削部は、１つとは限らない。基本
的に複数であっても良い。さらに、図示するように、グランド電極面に故意に段差を設け
、基板への実装を容易とする構成としても良い。
【００９３】
［追補］
以上、特定の実施形態を参照しながら、本発明について詳解してきた。しかしながら、本
発明の要旨を逸脱しない範囲で当業者が該実施形態の修正や代用を成し得ることは自明で
ある。すなわち、例示という形態で本発明を開示してきたのであり、本明細書の記載内容
を限定的に解釈するべきではない。本発明の要旨を判断するためには、冒頭に記載した特
許請求の範囲の欄を参酌すべきである。
【００９４】
【発明の効果】
以上詳記したように、本発明によれば、あらゆる不平衡型アンテナにおいて、インピーダ
ンス整合性や放射指向性の大幅な劣化を抑制しつつ、グランド導体の大胆な縮小が可能と
なる。さらに、本発明によれば、かなり小型な無線機器に不平衡型アンテナを実装した場
合であっても、概ね本来の性能を発揮させることができる。
【００９５】
また、本発明は、非常に広帯域な不平衡型アンテナに対しても有効に適用することができ
るので、例えば、ウルトラ・ワイド・バンド通信システムのアンテナの小型化方法として
も有用である。
【図面の簡単な説明】
【図１】放射導体の形状の一例を示した図である。
【図２】放射導体の形状の一例を示した図である。
【図３】放射導体の形状の一例を示した図である。
【図４】放射導体の形状の一例を示した図である。
【図５】ディスク・モノポール・アンテナの構成を示した図である。
【図６】グランド導体が直径半波長の円形平板の場合のディスク・モノポール・アンテナ
の特性の計算結果を示した図である。
【図７】グランド導体を縮小した場合のディスク・モノポール・アンテナの特性について
の計算結果を示した図である。
【図８】本発明の一実施形態に係る不平衡型アンテナの構成を模式的に示した図である。
【図９】図８に示した構成のディスク・モノポール・アンテナにおけるアンテナ特性の計
算結果を示した図である。
【図１０】本発明の他の実施形態に係る不平衡型アンテナの構成を模式的に示した図であ
る。
【図１１】図１０に示した構成のディスク・モノポール・アンテナにおけるアンテナ特性
の計算結果を示した図である。
【図１２】本発明の他の実施形態に係る不平衡型アンテナの構成を模式的に示した図であ
る。
【図１３】グランド導体の一部を低導電率とする代わりに、グランド導体を複数に分割し
て、その分割したグランド導体間を電気抵抗体により接続した実施形態を示した図である
。
【図１４】図１３に示した不平衡型アンテナの給電部に接続された同軸型伝送線路の外導
体の一部分を電流吸収体で覆うように構成した例を示した図である。
【図１５】グランド導体を多数に分割して、分割したグランド導体間に最適な抵抗率の電
気抵抗体をそれぞれ与えるように構成した不平衡型アンテナの構成例を示した図である。
【図１６】電流吸収体の代わりに阻止陶管（シュペルトップ管）に類する電流阻止機構を
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設けて構成された不平衡型アンテナの構成例を示した図である。
【図１７】誘電体基板を用いて構成された不平衡型アンテナの具体的な実装形態を示した
図である。
【図１８】誘電体基板を用いて構成された不平衡型アンテナの具体的な実装形態を示した
図である。
【図１９】誘電体基板を用いて構成された不平衡型アンテナの具体的な実装形態を示した
図である。
【図２０】誘電体基板を用いて構成された不平衡型アンテナの具体的な実装形態を示した
図である。
【図２１】絶縁体塊を用いて構成された不平衡型アンテナの具体的な実装形態を示した図
である。
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【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

(16) JP 3620044 B2 2005.2.16



【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】
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